




Isagogics of In-Company Education:























































































































る Off-the -job Training （Off-JT）の整備も厳しい経
営環境のなかで限界を迎え，効率性や実効性が重視
されるようになり，Off-JT から On-the-job Training 
（OJT）を中心に社員教育が進められていくように
もなった。

















































































































































































































































と知識の整理という意味があり，OJT と Off-JT の
効果的組み合わせが企業内教育では必要であると言
われている。
　Off-JT と同じように，業務経験と知識の関連性を
高めるものとして効果的なのが「資格取得」であ
るが，自己啓発のひとつとして資格取得に取り組む
社員も多い。自己啓発は，社員自らが長期的な視野
に立って，自分の望む仕事と現在の能力のギャップ
を明確にしたうえで，目標を設定し，スケジュール
化し，実行するというものである。自己啓発は個人
の自主的な意思によるものであるが，企業は自己啓
発を促進するための様々な支援を行っている。社員
の自己啓発に向かうような動機づけ，学習情報の発
信などがあるが，中心的なものは，多い順に，経済
的援助（「受講料等の金銭的援助」），情報提供（「講
座・図書等による情報提供」），時間的な支援（「就
業時間の配慮」），自己啓発向け研修の設置（「社内
講座・セミナー等の開催」）となっている（今野＆
佐藤2002）。
　企業内教育の対象となる社員は，新入社員から管
理者・経営者に近い社員までと幅が広く，訓練・教
育内容も企業活動に必要とされる全てを網羅する領
域であり，教育手段も多様である。企業内教育の
体系的・組織的な実施状況を考え⒁，なおかつ瀬沼
（2001）の「勤労者への教育は，実質的に企業内
教育のみである」という言説を考慮すれば，現代社
会において，企業は社員への教育の提供者という重
責を担っていることになる。
　坂口（1994）は，「生涯学習が，憲法で保証する
国民の『教育権』を具体化したものであるとするな
らば，企業における教育訓練活動も生涯学習振興法
に連動する生涯学習の一分野であり，企業における
教育訓練のあり方も『教育権』を保障するという視
点から，あらためて『社会的責任』という問題意識
から検討されなければならない」と指摘している。
社員の教育権を保障する一手段が企業内教育であ
り，それを行うのは企業の社会的責任であるとの主
張である。
　さらに，ユネスコの「学習権」の視点も忘れて
はならない。1985年パリ，第４回国際成人教育会
議で採択された「学習権宣言」は，学習権を定義
し⒂，「“学習” こそはキーワードであり，人間的発
達や農業，工業，地域の健康増進，生活水準の向
上，世界平和への道筋への重要事項である」と宣言
している。学習権は基本的人権の一つであり，成人
教育は企業内教育と無関係ではない。
　企業内教育は社員の「教育権」「学習権」とも関
わる極めて教育的，社会的に意義あるものだと考え
られる。坂口（1994）が「企業における教育訓練
活動は，生涯学習活動の重要な一翼であることへの
自覚」を促しているように，民間企業にとって企業
内教育の一義的意義は「人事労務管理」であるとい
う認識が強く，教育の主体・提供者の自覚は乏しい
だけなのかもしれない。しかし，実際は，（社）経
済団体連合会や（社）経済同友会は，積極的に人材
開発・教育に関する提言を行ってきたし⒃⒄，学校
への教育支援事業や学校と企業・経営者の交流活動
にも力を入れている。さらに，多くの企業が小学校
から大学までの教育機関と連携しながら，教育活動
も行っている⒅。企業の「教育力」は評価され，社
会的意義も大きい。
　「企業内教育は一企業に限定された人事労務管理
のひとつの領域」であるとするのは，企業内教育の
狭義の解釈であると考えられる。「教育」という視
点から企業内教育を捉えた場合，それは勤労者であ
る社員の生涯学習のための教育制度であり，企業は
社員の「教育権」「学習権」を保障する成人教育の
主体者・提供者という広義の見方も可能となる。そ
して，この後者の捉え方こそ，企業内教育の今日的
意義や発展に繋がる可能性を示しているものと言え
るだろう。
おわりに
　戦後から60年以上，企業内教育は時の日本経済
と連動しながら発展してきた。現在も企業規模の大
小を問わずに実施率は高く，組織的・体系的に社員
の教育に取り組んでいる企業も数多い。企業内教育
は，勤労者の知識・技能向上に貢献し，ひとつの学
習機会を提供してきた。にもかかわらず，長年，企
業内教育は学校教育や社会教育，産業教育の向うに
隠れた存在であった。しかし，本論文で企業内教育
を「教育」という視点から見る時，企業内教育は民
間企業の人事労務管理の範疇を越え，生涯学習機
関，成人教育機関，あるいはそれらを支える教育制
度であるという捉え直しができるのではないだろう
か。そして，この捉え直しこそが，企業内教育が社
会的・公的な存在となる可能性を創出し，今日の，
あるいは将来的な日本における企業内教育の意義，
発展に繋がるのではないか。
　具体的な例を挙げよう。経済連携協定（EPA）に
基づき，インドネシア人とフィリピン人の看護師・
企業内教育に関する序論的考察　－教育の視点から－
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介護士候補が来日している。病院や介護施設での実
習を行いながら，国家試験の合格を目指す。かれら
は日本語という壁を乗り越えなければならない。か
れらの指導は，基本的にはそれぞれの病院や介護施
設が担うことになっており，日本人看護師や介護士
が「院内教育」や「施設内教育」を行っている。
　これらの院内教育や施設内教育（民間企業で言え
ば企業内教育）は重要である。ひとつには外国人労
働者が知識を得て，技術を高めることができるから
である。もうひとつには，外国人労働者の総合的な
社会統合政策が求められるなかで，日本の多文化共
生社会の実現に繋がるからである。つまり院内教
育・施設内教育は，一病院や一施設の問題だけでは
なく，日本全体が関わる社会的課題へのアプローチ
ともなっているのである。
　外国人の例を挙げたが，日本人にとっても同じで
ある。21世紀の日本は知識基盤社会⒆であると言わ
れているが，そのような社会では，人は時と場面に
応じて学習を継続することが必要不可欠である。学
校教育だけで，国民の教育を完結させることは不可
能な社会なのだ。企業内教育が，「学校」卒業後の
勤労者の継続教育としての社会的地位を獲得するの
は，十分に現実的で効果的であると考えている。
　最後に，本研究は教育という切り口から「企業」
の施策を議論したものであるが，企業内教育のもう
一方の当事者である「勤労者・社員」についての検
討を行っていない。そのため，本論は研究目的を十
分に達成できたとは言えず，故に，まだ「序論的考
察」に留まっているのである。
注
⑴　元木（2001）は企業内教育を「企業が主体と
なって，その従業員に対して行う各種の教育の総
称」「必ずしもその企業の内部で行う教育のみで
なく，たとえば，大学に派遣したり他の企業へ派
遣したりする教育も，その企業内教育の一部」と
定義している。
⑵　『企業内教育訓練に関するアンケート調査（99
年度）概要』
⑶　筆者のインタビュー調査による（2009年８月
28日実施）
⑷　戦前は，「人事管理」（ホワイトカラー対象）と
「労務管理」（ブルーカラー対象）は区別されて
取り扱われてきたが，戦後はこのような区別がな
くなり，近年は両者を合わせて「人事労務管理」
と呼ぶのが一般的である（黒田他2003）。
⑸　神武景気（昭和30年～昭和33年），岩戸景気
（昭和34年～昭和36年）の好景気が続く。
⑹　いざなぎ景気（昭和41年～昭和45年），第一次
オイルショック（昭和48年）がある。
⑺　社会的混乱や対立的労使関係等が，若年層社員
に及ぼす影響を最小限にしたいという企業の思惑
があった。
⑻　昭和47年（1972年）に「勤労婦人福祉法」が
制定・施行されたが，女子差別撤廃条約批准のた
め，昭和60年（1985年）に「雇用の分野におけ
る男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法
律」（通称：男女雇用機会均等法）として改正さ
れた。
⑼　自立（自律）とは，自己の職業人生を企業にま
かせずに，人生目標・職業目標を自ら設定し，そ
の達成に必要な能力開発に主体的・積極的に取り
組むことをいう。
⑽　エンプロイアビリティ（employability）とは，
現在勤務する企業内で，あるいはそれ以外の労働
市場でも通用するような職務能力をいう。
⑾　コア人材とは，企業の各事業において中核と
なって支える人材，経営をリードする側の人材を
いう。明確な定義はない。
⑿　コンピテンシー（competency）とは，職務に
おいて持続的に高い成果をあげている人の行動特
性をいう。
⒀　企業内教育に関する研究が皆無であったわけで
はなく，坂口（1992），永田（1995）のような
貴重な研究も散見される。
⒁　企業内教育は企業により千差万別である。大企
業と比較して，中小企業の実施率は低く，OJT に
頼りがちである。
⒂　「学習権とは，読み書きの権利であり，問い続
け，深く考える権利であり，想像し，創造する権
利であり，自分自身の世界を読みとり，歴史をつ
づる権利であり，あらゆる教育の手だてを得る権
利であり，個人的・集団的力量を発達させる権利
である」としている。
⒃　経団連が発表した「グローバル化時代の人材育
成について」（2000年３月28日）などがある。
⒄　経済同友会が発表した「第16回企業白書～
「新・日本流経営の創造～」（2009年７月３日）
などがある。
⒅　「ケーススタディ先進30社の取り組み　最強
CSR 経営」（週刊東洋経済　臨時増刊2005年12
月７日）
⒆　平成17年（2005年）の中央教育審議会の答申
「我が国の高等教育の将来像」で示された言葉
で，「知識基盤社会」とは，「新しい知識・情報・
岩　田　京　子
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技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる
領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す
社会」であると定義している。
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